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研究要旨： 

 地域保健法に基づく「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」において、県型保健

所は地域の健康課題を把握し、市町村による保健サービス及び福祉サービスとの連携に係

る調整を行うことにより、地域において保健、医療、福祉に関するサービスが包括的に提

供されるよう市町村や関係機関等と重層的な連携体制を構築すること、市区型保健所にお

いては、市町村保健センター等の保健活動の拠点及び福祉部局との間の情報交換等による

有機的な連携の下に、健康なまちづくりの推進、専門的かつ技術的業務の推進をするよう

に述べられている。今回、全国の保健所を対象に、市区町村の実施する地域支援事業と保

健所の役割についてアンケート調査を実施し、以下の結果を得た。 

１． 77.1％の県型保健所が管内市町村の地域支援事業との関わりを持っており、その

半数弱の保健所が管内の市町村と地域支援事業の各事業あるいは事業全体の目標を

共有しつつ、市町村の地域支援事業を支援していることが分かった。 

２． 「都道府県が設定した地域支援事業全体の目標を保健所・管内市町村と共有し、

保健所が市町村を支援している」が回答した全県型保健所の 47.5％であったことか

ら、県庁・県型保健所・市町村における役割分担や支援の理想的な仕組みができて

いる都道府県が少なくないことが示唆された。 

３． 市区型保健所のうち保健所が「主に市区行政の他部署が担当している」と回答し

たのは 92.1％であった。 

地域支援事業は地域包括ケアシステムの基盤整備と言え、市区町村の重要な事業である。

しかし、県型保健所の管内の小規模な市町村にとって、この事業を効果的に実施すること

は簡単ではなく、都道府県、県型保健所の市町村支援が重要となる。 

 市区型保健所のほとんどは、市区内の他部署が地域支援事業を担当しているが、医療・

介護連携推進事業や在宅医療の向上などでは、郡市区医師会への動機づけなどおいては市

区型保健所が担当部署を支援する必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

 地域保健法に基づく「地域保健対策の推進

に関する基本的な指針」において、県型保健

所は地域の健康課題を把握し、市町村による

保健サービス及び福祉サービスとの連携に係

る調整を行うことにより、地域において保健、

医療、福祉に関するサービスが包括的に提供

されるよう市町村や関係機関等と重層的な連

携体制を構築すること、市区型保健所におい

ては、市町村保健センター等の保健活動の拠

点及び福祉部局との間の情報交換等による有

機的な連携の下に、健康なまちづくりの推進、

専門的かつ技術的業務の推進するように述べ

られている。 

本研究では、市区町村の実施する地域支援

事業と保健所の役割について現状を検討する

ことを目的とした。 
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Ｂ．研究方法 

 全国の保健所を対象として、令和 4

（2022）年 10 月～令和 5（2023）年 1 月に

メールによる調査を行った（詳細は総括研

究報告書参照）。また、フォーカスグルー

プディスカッションや研究班内での議論の

結果等を踏まえて検討を行った。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

１）県型保健所による市町村の地域支援事

業について   

                                   

①管内市町村の地域支援事業との関わりの

有無については、回答した 210 保健所のう

ち 162 ヵ所（77.1％）の保健所が関わり有

と回答し、多くの県型保健所が市町村支援

を行っていた。 

②関わり有と回答した 162 保健所について、

その関わり方については、「都道府県庁が

開催する市区町村向けの地域支援事業の研

修会に、保健所担当者が参加している」が

88.3％、「管内市町村を対象に地域支援事

業に関する会議を開催している」が 56.8％、

「地域支援事業に含まれる各種事業の目標

を管内市町村と共有していないが、市町村

が実践する過程を支援している」が 42.0％、

「地域支援事業に含まれる各種事業の目標

を管内市町村と共有した上で、市町村が実

践する過程を支援している」が 50.0％、「地

域支援事業全体の目標を管内市町村と共有

した上で、市町村が実践する過程を支援し

ている」が 44.4％、「都道府県が設定した

地域支援事業全体の目標を保健所・管内市

町村と共有し、保健所が市町村を支援して

いる」が 47.5％であった。 

③これにより、約 8 割の県型保健所が管内

市町村の地域支援事業との関わりを持って

おり、その半数強の保健所が管内の市町村

と地域支援事業の各事業あるいは事業全体

の目標を共有しつつ、市町村の地域支援事

業を支援していることが分かった。また、

「都道府県が設定した地域支援事業全体の

目標を保健所・管内市町村と共有し、保健

所が市町村を支援している」が回答した全

県型保健所の 47.5％であったことから、県

庁・県型保健所・市町村における役割分担

や支援の理想的な仕組みができている都道

府県が半数近くであることが示唆された。 

 

２）市区型保健所における地域支援事業での

役割について 

 

①回答した 76 ヵ所の市区型保健所のうち、

「主に市区行政の他部署が担当している」と

回答したのは 70 ヵ所（92.1％）であった。一

方、主に保健所が担当していると回答したの

は中核市保健所うち 2 ヵ所（4.8％）と特別区

保健所のうち１ヵ所（5.9％）であり、ほとん

どの市区型保健所は地域支援事業の実施主体

とはなっていないことが分かった。 

②主に地域支援事業を担当している他部署に

確認したところ、81.6％が地域支援事業に含

まれる各種事業の目標の設定をしていると回

答し、60.5％が地域支援事業全体の目標の設

定をしていると回答した。 

地域支援事業は地域包括ケアシステムの基

盤整備と言え、市区町村の重要な事業である。

しかし、県型保健所の管内の小規模な市町村

にとって、この事業を効果的に実施すること

は簡単ではなく、都道府県、県型保健所の市

町村支援が重要となる。 

 市区型保健所のほとんどは、市区内の他部

署が地域支援事業を担当しているが、医療・

介護連携推進事業や在宅医療の向上などでは、

郡市区医師会への動機づけなどおいては市区

型保健所が担当部署を支援する必要がある。 

 

Ｄ．結論 

１．約８割の県型保健所が管内市町村の地域

支援事業との関わりを持っており、その半数

弱の保健所が管内の市町村と地域支援事業の

各事業あるいは事業全体の目標を共有しつつ、
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市町村の地域支援事業を支援していることが

分かった。また、都道府県庁・県型保健所・

市町村における役割分担や支援の理想的な仕

組みができている都道府県が少なくないこと

が示唆された。 

２．市区型保健所のうち保健所が「主に市区

行政の他部署が担当している」と回答したの

は９割強であった。しかし、医療・介護連携

推進事業や在宅医療の向上などでは、郡市区

医師会への動機づけなどおいては市区型保健

所が担当部署を支援する必要があると考えら

れる。 

 

Ｅ．研究発表  

１．論文発表  
 特になし 
２．学会発表 
 特になし 
 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
特になし 

２．実用新案登録 
特になし 

３．その他 
特になし
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	②管内市町村を対象に地域支援事業に関する会議を開催している（単数回答）
	③地域支援事業に含まれる各種事業（一般介護予防事業、認知症施策等）の目標を管内市町村と共有していないが、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	④地域支援事業に含まれる各種事業（一般介護予防事業、認知症施策等）の目標を管内市町村と共有した上で、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	⑤地域支援事業全体の目標を管内市町村と共有した上で、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	⑥都道府県が設定した地域支援事業全体の目標を保健所・管内市町村と共有し、保健所が市町村を支援している（単数回答）


	２　市区型保健所について
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	Ｆ１　貴保健所では、健康危機管理に関する下記のマニュアルや業務継続計画（BCP）等を策定していますか。（複数回答可）
	Ｆ２　新型コロナウイルス感染症対策の今までの過程において、国の方針に沿って対応しましたか、設置自治体や保健所の方針で独自の工夫を行いましたか。
	Ｆ３　コロナ対応を経験したことから、病院機能の見直しや、日々の感染症診療の分担などの地域の医療との調整について、今後、中長期的に考えて、どこが担うのが良いと思いますか。（単数回答）
	Ｆ４　住民への直接的な業務と、体制づくり等の間接的な業務の比率について、コロナ後の「保健所活動」は、コロナ前と比べてどのようにすべきと思いますか。
	Ｆ５　健康危機事象が発生した際、保健所固有の業務が増大する場合、専門職種の応援体制は、どのような対応になっていますか。（複数回答可）
	Ｆ６　行政職員以外の地域の専門職や非専門職などについて、感染症パンデミックや災害等の今後の健康危機に向けて、平常時から確保、育成することについて、保健所の役割をどのように思いますか。（単数回答）
	Ｆ７　保健所が夜間休日を含めた健康危機管理対応を行う上で、今後改善した方が良いことはありますか。（複数回答可）

	Ｇ　今後の保健所活動について
	Ｇ１　健康格差の縮小に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。
	Ｇ２　住民のソーシャルキャピタルの醸成に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。（単数回答）
	Ｇ３　地域の公的機関、非営利機関、民間機関等の連携強化に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。（単数回答）
	Ｇ４　貴保健所では、下記のような活動を行っている中間支援組織（ＮＰＯや住民団体等の支援を行う組織）との連携はありますか。広域的に活動している中間支援組織との連携も含みます。（複数回答可）
	Ｇ５　貴保健所では、今後多くの保健所で実施すると良いと思われる特徴的な取り組みを行っていますか。例えば、目標設定をしながらの健康危機管理や、地域の多様な資源が協力し合う場の設定など、マネジメントのやり方に関するもの、事業展開に関するものなど含めてお考えください。（単数回答）
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